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証券コード：7482

株式会社シモジマ

第57回定時株主総会招集ご通知

日 時

平成30年６月26日（火曜日）
午前10時　（受付開始 午前９時）

場 所

東京都千代田区外神田四丁目14番１号
秋葉原UDX　４階　Next－１
※末尾記載の「会場ご案内図」をご参照ください。

決 議 事 項

第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　定款一部変更の件
第３号議案　取締役８名選任の件
第４号議案　監査役３名選任の件
第５号議案　補欠監査役１名選任の件
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株 主 各 位 証券コード　7482
平成30年６月１日

東京都台東区浅草橋五丁目29番８号

株式会社シモジマ
代表取締役社長 下島　和光

第57回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第57回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知

申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら

後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示

のうえ、平成30年６月25日（月曜日）午後５時30分までに到着するようご返送いただきますようお願い

申し上げます。

敬　具

1
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記

1 日　　時 平成30年６月26日（火曜日）午前10時

2 場　　所 東京都千代田区外神田四丁目14番１号
秋葉原ＵＤＸ　４階　Ｎｅｘｔ－１
※詳細につきましては、末尾記載の「会場ご案内図」をご参照ください。

3 目的事項 報告事項 1．第57期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
事業報告、連結計算書類並びに
会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2．第57期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
計算書類報告の件

決議事項 第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　定款一部変更の件
第３号議案　取締役８名選任の件
第４号議案　監査役３名選任の件
第５号議案　補欠監査役１名選任の件

4 議決権行使等につ
いてのご案内 ３頁に記載の【議決権行使等についてのご案内】をご参照ください。

以　上

◦ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
◦ 受付開始は午前９時を予定しております。開会直前は会場受付が大変混雑いたしますので、お早目の来場をお願い申し上げます。
◦ 資源節約のため、本通知をご持参くださいますよう、お願い申し上げます。
◦ 株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載さ

せていただきますのでご了承ください(https://www.shimojima.co.jp）。
◦ 本通知の内容につきましては、早期に情報をご提供する観点から、本通知発送前に当社ウェブサイトに開示いたしました。
◦ インターネット上の開示について

本通知に際して提供すべき書類のうち、次の事項につきましては、法令及び定款第16条の規定に基づきインターネット上の当社ウ
ェブサイトに掲載しておりますので、本通知の提供書面には記載しておりません。したがって、本通知の提供書面は、監査報告を作成
するに際し監査役及び会計監査人が監査をした書類の一部であります。

1．連結計算書類の連結注記表
2．計算書類の個別注記表

当社ウェブサイト（https://www.shimojima.co.jp）
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議決権行使等についてのご案内
議決権は、以下の2つの方法により行使いただくことができます。

１．株主総会にご出席される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。(ご捺印は不要です。)

日 時 平成30年 ６ 月26日（火曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
場 所 秋葉原UDX ４階 Next－１(東京都千代田区外神田四丁目14番１号)

(末尾の「定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください。)

２．郵送で議決権を行使される場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。

行使期限 平成30年 ６ 月25日（月曜日）午後５時30分到着分まで

3

議決権行使等についてのご案内
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株主総会参考書類

第1号議案 剰余金の処分の件

　当社は、株主の皆様への利益還元につきましては、将来の事業展開と経営基盤の強化のために必要な内部留保を確
保しつつ配当性向30％を目途とすることを基本方針として実施しております。
　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

1．期末配当に関する事項
　当期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の経営環境等を勘案いたしまして、以下のとおりといたし
たいと存じます。

①　配当財産の種類 金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項
　　及びその総額

当社普通株式１株につき金11円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は、258,253,270円となります。
また、平成29年12月４日において中間配当金として１株につき
11円をお支払しておりますので、当期の年間配当金は、１株につ
き22円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日 平成30年６月27日といたしたいと存じます。

2．その他の剰余金の処分に関する事項
　その他の剰余金の処分につきましては、将来の事業展開に備えた経営基盤の強化を図るため、以下のとおりといた
したいと存じます。

①　増加する剰余金の項目とその額 別途積立金 500百万円

②　減少する剰余金の項目とその額 繰越利益剰余金 500百万円

4

剰余金処分議案
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第2号議案 定款一部変更の件
1．提案の理由

当社のコーポレート・ガバナンス体制の強化の観点から経営の透明性を高めるため、現行定款第23条(代表取
締役および役付取締役)につきまして、文言を修正するものであります。

2．変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。

(下線部分は変更箇所を示しております。)

現行定款 変更案

第１条から第22条 (条文省略) 第１条から第22条 (現行どおり)

(代表取締役および役付取締役) (代表取締役および役付取締役)
第23条　  当会社の代表取締役は、取締役会の決

議により選定する。
　　　②  当会社は、取締役会の決議により、取

締役の中から社長１名をおき、必要に応
じて会長１名、副会長１名、副社長、専
務取締役、常務取締役、および取締役相
談役・顧問若干名を選定することができ
る。

第24条から第44条 (条文省略)

第23条　  当会社の代表取締役は、取締役会の決
議により選定する。

　　　②  当会社は、取締役会の決議により、取
締役の中から社長１名をおき、必要に応
じて会長１名、副会長１名、副社長、専
務取締役、および常務取締役若干名を選
定することができる。

第24条から第44条 (現行どおり)

5

定款一部変更議案
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第3号議案 取締役８名選任の件
　本総会終結の時をもって、取締役７名は任期満了となります。つきましては、経営体制の強化のため１名増員し、
社外取締役２名を含む取締役８名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補の指名を行う際は、法定要件及び社内規程上の要件のほか、人格と識見を重視し、取締役会で慎重に審
議しております。また、その管掌業務の設定等に関連して、経歴や専門性を斟酌し、構成員のバランスをはかってお
ります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者番号 氏　名 現在の地位及び担当 属　性

1  し も  

下
 じ ま  

島
 

　
わ

和
 こ う  

光 代表取締役社長 再 任

2  か さ  

笠
い

井
 

　
 よ し  

義
 ひ こ  

彦 取締役常務執行役員営業統括本部長
兼営業本部長 再 任

3  し も  

下
 じ ま  

島
 

　
 こ う  

公
 め い  

明 取締役常務執行役員経営企画室長 再 任

4  し も  

下
 じ ま  

島
 

　
 ま さ  

雅
 ゆ き  

幸 取締役上席執行役員管理本部長
兼人事部長 再 任

5 お

小
の

野
 で ら  

寺
 

　
ひとし

仁 取締役上席執行役員商品統括本部長 再 任

6  か わ  

川
 は ら  

原
 

　
 と し  

利
 は る  

治 執行役員販売本部長 新 任

7  ふ な  

舩
い

井
 

　
 か つ  

勝
 ひ と  

仁 社外取締役 再 任 社 外 独 立

8  う め  

梅
の

野
 

　
 

　
つとむ

勉 社外取締役 再 任 社 外 独 立

再 任 再任取締役候補者 新 任 新任取締役候補者 社 外 社外取締役候補者 独 立 証券取引所等の定めに基づく独立役員

6

取締役選任議案
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社の株式数

1
再 任

　しも　

下
　じま　

島
 

　
わ

和
　こう　

光
（昭和28年９月24日生）

昭和58年 １ 月 シモジマ商事㈱入社

713,781株

平成 元 年 ４ 月 同社東京第三営業部長に就任
平成 ２ 年 ６ 月 同社取締役に就任
平成 ３ 年 ４ 月 当社取締役に就任
平成 ６ 年 ７ 月 当社常務取締役経営企画室長に就任
平成13年 ４ 月 当社常務取締役営業本部長に就任
平成16年 ６ 月 当社代表取締役専務に就任
平成17年 ４ 月 当社代表取締役社長に就任（現任）

【重要な兼職の状況】サンワ㈱取締役会長

【取締役候補者とした理由】　候補者は、永年当社経営の中核を担っており、当社の幅広い業務に関する豊富な経験と知見を有している
ことから、取締役会の意思決定機能と監督機能を確保すべく、引き続き取締役候補者といたしました。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社の株式数

2
再 任

　かさ　

笠
い

井
 

　
　よし　

義
　ひこ　

彦
（昭和34年１月21日生）

昭和56年 ４ 月 ㈱シモジマ入社

3,600株

平成19年 ３ 月 当社西日本営業部長に就任
平成20年 ２ 月 当社子会社サンワ㈱代表取締役社長に就任
平成24年 ５ 月 当社営業本部副本部長兼西日本営業部長に就任
平成24年 ６ 月 当社取締役営業本部副本部長に就任
平成26年 ６ 月 当社執行役員営業本部副本部長に就任
平成27年 ６ 月 当社執行役員営業本部長に就任
平成28年 ６ 月 当社取締役上席執行役員営業本部長に就任
平成29年 ８ 月 当社取締役常務執行役員営業統括本部長兼営業本部長に就任

（現任）

【取締役候補者とした理由】　候補者は、営業・マーケティングに精通しているほか、子会社経営の実績を有し、取締役会の意思決定・
監督の効率性・実効性の向上に資するべく、引き続き取締役候補者といたしました。

7

取締役選任議案



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2018/05/24 15:00:20 / 17368548_株式会社シモジマ_招集通知（Ｃ）

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社の株式数

3
再 任

　しも　

下
　じま　

島
 

　
　こう　

公
　めい　

明
（昭和32年９月15日生）

昭和55年 ４ 月 ㈱シモジマ入社

724,600株

昭和63年 ４ 月 シモジマ商事㈱電算室長に就任
平成 ６ 年 ６ 月 当社取締役電算室長に就任
平成13年 ４ 月 当社取締役情報システム部長に就任
平成14年 ６ 月 当社取締役監査室長に就任
平成24年 ６ 月 当社常務取締役監査室長に就任
平成27年 ４ 月 当社取締役常務執行役員開発本部長に就任
平成28年 ６ 月 当社取締役常務執行役員商品統括本部長に就任
平成30年 ４ 月 当社取締役常務執行役員経営企画室長に就任（現任）

【取締役候補者とした理由】　候補者は、当社のＩＴ・内部統制・リスク管理につき豊富な経験と見識を有しており、当社の商品・サー
ビスの構造・特質にも詳しいことから、取締役会の意思決定機能と監督機能の実効性を確保するため、引き続き取締役候補者といたしま
した。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社の株式数

4
再 任

　しも　

下
　じま　

島
 

　
　まさ　

雅
　ゆき　

幸
（昭和30年10月14日生）

昭和53年 ４ 月 ㈱三和銀行入行

182,052株

平成17年 １ 月 ㈱シモジマ入社
平成21年 ４ 月 当社経営管理部長に就任
平成23年12月 当社財務部長に就任
平成26年 ６ 月 当社執行役員管理本部副本部長に就任
平成27年 ４ 月 当社執行役員管理本部副本部長兼経営管理部長に就任
平成28年 ６ 月 当社取締役上席執行役員管理本部長兼人事部長に就任

（現任）

【取締役候補者とした理由】　候補者は、財務・経営管理・子会社管理に関する豊富な経験を有しており、国際ビジネスの経験にも通じ
ていることから、取締役会の意思決定・監督の適切性を向上すべく、引き続き取締役候補者といたしました。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社の株式数

5
再 任

お

小
の

野
　でら　

寺
 

　
ひとし

仁
（昭和35年６月18日生）

昭和58年 ４ 月 シモジマ商事㈱入社

3,300株
平成17年 ４ 月 当社経営企画室長に就任
平成26年 ６ 月 当社執行役員経営企画室長に就任
平成28年 ６ 月 当社取締役上席執行役員経営企画室長に就任
平成30年 ４ 月 当社取締役上席執行役員商品統括本部長に就任（現任）

【重要な兼職の状況】商い支援㈱代表取締役社長

【取締役候補者とした理由】　候補者は、経営企画部門の経験を豊富に有し、予算統制、上場法制、ＩＲ等関連事項に精通しているほ
か、重要性の高い通販事業を営む子会社の経営の経験を有し、当社の商品構成・ビジネスモデルにも通暁していることから、取締役会の
意思決定機能と監督機能の向上をはかるべく、引き続き取締役候補者といたしました。

8

取締役選任議案
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社の株式数

6
新 任

か わ

川
は ら

原
 

　
と し

利
は る

治
（昭和35年10月26日生）

昭和58年 ４ 月 シモジマ商事㈱入社

7,900株

平成21年 ４ 月 当社営業管理室長に就任
平成23年12月 当社東日本営業部部長に就任
平成26年 ４ 月 当社営業本部付部長に就任
平成28年 ６ 月 当社執行役員営業本部副本部長兼第五営業部長に就任
平成29年 ４ 月 当社執行役員営業本部副本部長兼第一営業部長に就任
平成30年 ２ 月 当社執行役員販売本部長に就任（現任）

【重要な兼職の状況】シモジマ加工紙㈱取締役
【取締役候補者とした理由】　候補者は、当社での営業部門及び店舗管理の経験を豊富に有し、与信等のリスク管理、内部統制等にも通
暁していることから、取締役会の意思決定機能と監督機能の向上をはかるべく、新たに取締役候補者といたしました。

補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社の株式数

7
再 任

社 外

独 立

　ふな　

舩
い

井
 

　
　かつ　

勝
　ひと　

仁
（昭和39年５月26日生）

昭和63年 ４ 月 ㈱船井総合研究所入所

14,400株
平成10年 ３ 月 同社常務取締役業務本部副本部長に就任
平成19年 ６ 月 当社社外監査役に就任
平成20年 ３ 月 ㈱船井本社代表取締役社長に就任（現任）
平成26年 ６ 月 当社社外取締役に就任（現任）

【重要な兼職の状況】㈱船井本社代表取締役社長
【社外取締役候補者とした理由】　候補者は、永年経営コンサルティング会社の取締役として経営に関与されており、当社経営に対して
客観的意見や助言を述べていただくなどにより、一般株主と同様の立場において意思決定が行われ、監督機能の実効性が確保できるもの
と判断したため、引き続き選任をお願いするものであります。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社の株式数

8
再 任

社 外

独 立

　うめ　

梅
の

野
 

　
つとむ

勉
（昭和26年３月６日生）

昭和51年 ９ 月 本田技研工業㈱入社

―株

平成 ７ 年 ９ 月 同社本田オーストラリアPtyLtd.代表取締役社長に就任
平成10年 ６ 月 同社東アジア大洋州部長に就任
平成12年 ４ 月 フォルクスワーゲングループジャパン㈱代表取締役に就任
平成13年 ７ 月 同社代表取締役社長に就任
平成17年 ５ 月 日本自動車輸入組合理事長に就任
平成20年 ２ 月 フォルクスワーゲングループジャパン㈱代表取締役会長に

就任
平成21年 ７ 月 Ｍ＆Ｃ　ＳＡＡＴＣＨＩ㈱Managing Partnerに就任
平成22年 ６ 月 三井金属アクト㈱社外取締役に就任（現任）
平成26年 ６ 月 当社特別顧問に就任
平成27年 ６ 月 当社社外取締役に就任（現任）

【重要な兼職の状況】三井金属アクト㈱社外取締役
【社外取締役候補者とした理由】　候補者は、自動車会社の経営者として豊富な経験を有しており、当社経営に対して客観的意見や助言
を述べていただくなどにより、一般株主と同様の立場において意思決定が行われ、取締役会の監督機能の実効性が確保できるものと判断
したため、引き続き選任をお願いするものであります。

9

取締役選任議案
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（注）1.各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2.舩井勝仁氏及び梅野勉氏は、社外取締役候補者であります。
3.舩井勝仁氏及び梅野勉氏は、現在当社の社外取締役であります。社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって、舩井

勝仁氏につきましては４年、梅野勉氏につきましては３年となります。
4.社外取締役との責任限定契約の概要は、以下のとおりであります。当社は、舩井勝仁氏及び梅野勉氏との間で会社法第427条第1項

及び定款第28条の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠
償責任の限度額は、法令が規定する額となります。舩井勝仁氏及び梅野勉氏の再任が承認された場合には、両氏との当該契約を継
続する予定であります。

5.当社は、舩井勝仁氏及び梅野勉氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。本議案が承認可決され、同
氏が社外取締役に就任した場合、引き続き独立役員とする予定であります。

6.当社は、東京証券取引所が定める社外取締役の独立性の基準に加えて、当社グループや当社役員、主要株主の関係等も加味した独
自の独立性基準を設定しており、舩井勝仁氏と梅野勉氏は当該独立性基準を満たしております。

（ご参考）社外取締役の独立性等について
　当社における独自の独立性基準は、以下のとおりです。

（1）就任予定日または過去において、当社及び当社の子会社等または関連会社の業務執行者となったことがないこと。
（2）現に当社の子会社及び関連会社に所属している者でないこと。
（3）前１項・２項に関連して、就任予定日から遡って退職後10年間以上経過していること。
（4）直近３会計年度において、当社の株主名簿の上位10位以内の大株主、または大株主である団体に所属している者でないこと。
（5）直近３会計年度において、当社グループが実施した取引総額が相互に年間の連結売上高の１％以上の取引先に現に所属している

者でないこと。
（6）直近３会計年度において、当社から役員報酬等以外に年平均10百万円以上の金銭その他の財産上の収入を得ている会計専門家、

法律専門家またはコンサルタント若しくは顧問契約先（法人または団体である場合は、現に所属している者）ではないこと。
（7）直近３会計年度において、年平均の総収入の１％以上の寄付を当社グループから受けている非営利団体に所属している者でない

こと。
（8）前４項５項６項及び７項に関連して、団体または取引先等に所属していた場合、就任予定日から遡って退職後５年以上経過して

いること。
（9）当社または当社の特定関係事業者の業務執行者の配偶者または３親等以内の親族でないこと。

10

取締役選任議案
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第4号議案 監査役３名選任の件
　本総会終結の時をもって、監査役桑子幸彦氏、佐藤裕一氏、及び榎本峰夫氏は任期満了となります。つきましては、
監査役３名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び重要な兼職の状況 所有する当社の株式数

1
新 任

ひ

肥
だ

田
 

　
　こう　

耕
　いち　

一
（昭和38年４月５日生）

昭和61年 ４ 月 ㈱シモジマ入社
2,000株平成21年 ５ 月 ㈱エスティシー取締役に就任（現任）

平成23年 ４ 月 当社第二商品部長に就任（現任）

【監査役候補者とした理由】　候補者は、当社の営業プロセス・貿易プロセスに詳しく、子会社経営にも長年関与し豊
富な経験と知見を有していることから、業務執行の適法性と妥当性を確保すべく、新たに監査役候補者といたしまし
た。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び重要な兼職の状況 所有する当社の株式数

2
再 任

社 外

独 立

さ

佐
　とう　

藤
 

　
　ゆう　

裕
　いち　

一
（昭和25年５月10日生）

昭和54年 ３ 月 公認会計士登録

－株

昭和60年 ８ 月 中央監査法人社員
昭和63年 ６ 月 同代表社員
平成12年 ３ 月 中央コンサルティング㈱入社
平成18年11月 公認会計士佐藤裕一事務所代表（現任）
平成19年 ６ 月 シンデン・ハイテックス㈱社外監査役に就任（現任）
平成22年 ６ 月 当社社外監査役に就任（現任）
平成22年 ６ 月 エイベックス・グループ・ホールディングス㈱社外取締役に

就任
平成26年 ６ 月 ㈱東葛ホールディングス社外監査役に就任（現任）

【重要な兼職の状況】シンデン・ハイテックス㈱社外監査役、㈱東葛ホールディングス社外監査役
【社外監査役候補者とした理由】永年の公認会計士としての高度な専門的識見並びに監査実績と培われた経理・財務知
識を有しており、社外監査役として取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・意見を期待できると
判断しており、引き続き選任をお願いするものであります。

11

監査役選任議案
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び重要な兼職の状況 所有する当社の株式数

3
再 任

社 外

独 立

　えの　

榎
　もと　

本
 

　
　みね　

峰
お

夫
（昭和25年12月12日生）

昭和50年10月 司法試験合格

－株

昭和53年 ４ 月 弁護士登録（東京弁護士会）
平成12年 ５ 月 榎本峰夫法律事務所主宰（現任）
平成16年 ５ 月 ㈱サミーネットワークス社外監査役
平成16年 ６ 月 ㈱セガ（現㈱セガホールディングス）社外監査役（現任）
平成18年 ６ 月 日本工営㈱社外監査役
平成19年 ６ 月 セガサミーホールディングス㈱社外監査役（現任）
平成26年 ６ 月 当社社外監査役に就任（現任）

【重要な兼職の状況】㈱セガホールディングス社外監査役、セガサミーホールディングス㈱社外監査役
【社外監査役候補者とした理由】永年の弁護士として培われた高度な識見と豊富な経験に基づく審判実績を有し、社外
監査役として専門的かつ客観的な視点で適切な助言・意見を行うことにより、当社の公正性と透明性のある監査体制を
遂行できるものと判断しており、引き続き選任をお願いするものであります。

（注）1.各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2.佐藤裕一氏及び榎本峰夫氏は、社外監査役候補者であります。
3.社外監査役としての職務を適切に遂行することができると判断した理由について

 

（1）佐藤裕一氏は社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与したことはありませんが、公認会計士として監査実績及び経
理・財務に関する専門知識を保有し、当社を取り巻く経営環境や諸事情にも精通していることから、当社の社外監査役としてそ
の職務を適切に遂行できると判断しております。

 

（2）榎本峰夫氏は社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与したことはありませんが、弁護士としての豊富な経験を有し企
業法務に精通していることから、当社の社外監査役としてその職務を適切に遂行できると判断しております。

4.当社は、佐藤裕一氏及び榎本峰夫氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。両氏が原案どおり再任さ
れた場合は、引き続き独立役員とする予定であります。

5.当社は、佐藤裕一氏及び榎本峰夫氏との間で、会社法第427条第１項及び定款第35条に基づき、同法第423条の損害賠償責任を限
定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額としており
ます。なお、両氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続する予定であります。

6.候補者佐藤裕一氏は、平成30年6月をもってシンデン・ハイテックス㈱社外監査役及び㈱東葛ホールディングス社外監査役を退任
する予定であります。

7.佐藤裕一氏及び榎本峰夫氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、それぞれの監査役としての在任期間は、本総会終結の時を
もって佐藤裕一氏が8年、榎本峰夫氏が4年となります。

12
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第5号議案 補欠監査役１名選任の件
　平成２６年６月２４日開催の第５３回定時株主総会において補欠監査役に選任された唐澤貴夫氏の選任の効力は本
総会の開始の時までとされておりますので、法令に定める監査役の員数を欠くこととなる場合に備え、改めて補欠監
査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は次のとおりであります。

氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び重要な兼職の状況 所有する当社の株式数

　から　

唐
　さわ　

澤
 

　
　たか　

貴
お

夫
（昭和34年９月29日生）

再 任 社 外 独 立

平成 ２ 年 ４ 月 弁護士登録（第２東京弁護士会）

－株
平成 ２ 年 ４ 月 兼子・岩松法律事務所入所
平成16年 ７ 月 財務省関東財務局証券検査官に就任
平成18年 ３ 月 兼子・岩松法律事務所復帰（現任）
平成22年 ６ 月 ニューリアルプロパティ㈱監査役に就任（現任）

【重要な兼職の状況】ニューリアルプロパティ㈱監査役
【補欠の社外監査役候補者とした理由】企業法務に関する高度な専門的知識を当社の監査体制の充実のため反映すべく、補欠の社
外監査役として引き続き選任をお願いするものであります。唐澤貴夫氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に
関与されたことはありませんが、上記の理由により、社外監査役としてその職務を適切に遂行できるものと判断しております。

（注）1.唐澤貴夫氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2.唐澤貴夫氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
3.唐澤貴夫氏が監査役に就任した場合には、会社法第427条第１項及び定款第35条に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任

を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第1項に定める最低責任限
度額といたします。

以　上

13
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(提供書面)

事業報告（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

1 企業集団の現況に関する事項
(1）当連結会計年度の事業の状況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善などにより緩やかな回復基調となりましたが、

国内では人手不足による人件費や物流費の上昇問題、海外では不安定な政治情勢、地政学的リスクなど、先行きは

依然として不透明な状況が続いております。当社グループが属する業界においても消費マインドの低迷は継続して

おり、経営環境は厳しい状態が続いております。

　このような状況のもとで、当社グループは基本理念である「お客様のニーズに迅速かつ的確にお応えする」こと

を基本に、販売体制及び利益基盤の強化に取り組んでまいりました。営業販売部門においては、主力商品の拡販、

紙袋、紙器、ポリ袋等の特注品の獲得及び重点業界への営業強化に注力いたしました。パッケージプラザ事業にお

いては4店舗の新規出店と26店舗の改装を実施し、継続してスーパーバイザーを中心として、既存店舗の活性化に

努めてまいりました。店舗販売部門においては、各店舗の立地環境やシーズンに合わせた販促活動を実施いたしま

した。さらに年間を通じ、顧客ニーズに合わせた大量購入による廉価販売「オトクヤァーン」活動に注力するとと

もに、インターネット通販を含む通信販売事業との連携強化も図ってまいりました。しかしながら、通販業者との

競争の激化などにより店舗販売が伸び悩んだことから、グループ全体での売上においては、前年実績を確保するこ

とができませんでした。

　また利益面においても、販売費及び一般管理費の物流費が増加したことなどにより、前年実績を下回る結果とな

りました。

　この結果、連結売上高は469億65百万円（前期比0.1％減）、連結営業利益は15億34百万円（前期比17.4％減）、

連結経常利益は17億85百万円（前期比13.3％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は10億94百万円（前期比

8.6％減）となりました。

14
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　セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。
〔紙製品事業〕

　紙製品事業は、当社の創業以来の主力事業としてオリジナルブランドの紙袋、包装紙、紙器を中心に販売してお
ります。年間を通じて紙袋、紙器をはじめとする特注品獲得及び食品用紙器の販売に注力いたしました。しかしな
がら既製品分野において紙袋、包装紙等が伸び悩み、連結売上高は94億38百万円（前期比0.5％減）となりまし
た。

〔化成品・包装資材事業〕
　中核の化成品・包装資材事業においては、継続して市場と顧客ニーズに適合した商品開発と拡販に努めました。
主力の化成品事業においては、大口受注獲得に向けた体制を強化すること、新規市場参入を実現することにより、
相応の結果を残すことができました。包装資材事業においては、食品流通業界向けの品揃え強化を図りました。そ
の結果、化成品・包装資材事業の連結売上高は253億85百万円（前期比1.2％増）となりました。

〔店舗用品事業〕
　「店舗及びオフィスで使用するあらゆるものが揃う」をコンセプトに事業展開している店舗用品事業は、重点商
品である文具・事務用品の積極的な新商品導入及び季節商品の拡販に努めましたが、一部主力商品の需要減、量販
店、通販業者等との価格競争が激化したことにより、前年実績を確保することができませんでした。その結果、店
舗用品事業の連結売上高は121億41百万円(前期比2.4％減)となりました。

セグメント別売上高

区分 主要品目
第56期

（平成28年４月 1 日から
平成29年３月31日まで）

第57期
（平成29年４月 1 日から

平成30年３月31日まで）
売上高 構成比 売上高 構成比

紙製品事業 紙袋、包装紙、紙器等 百万円
9,481

％
20.1

百万円
9,438

％
20.1

化成品・包装資材事業 ポリ袋、粘着テープ、その他包装資材等 25,076 53.3 25,385 54.1
店舗用品事業 ＰＯＰ用品、文具事務用品、店舗雑貨等 12,438 26.5 12,141 25.9
その他事業 物流 － － － －

合計 － 46,996 100.0 46,965 100.0

15

当連結会計年度の事業の状況
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(2）設備投資の状況
　ＰＯＳレジシステム等ＩＴ投資で1億98百万円、印刷機・製袋機等の機械設備で1億61百万円、直営店舗の改修
及び各種設備工事等で1億18百万円等、総額5億51百万円の設備投資を実施しました。

(3）資金調達の状況
　特記すべき事項はありません。

(4）他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　当社の子会社である㈱エスパックは、平成29年9月30日付で㈱我満商店の全株式を取得し、同社を完全子会社と
いたしました。

16
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(5）会社の対処すべき課題
①経営方針
　当社グループは、包装用品を中心とした店舗用品・文具事務用品・生活雑貨等に関連する事業を通じて快適な社
会づくりに貢献することを基本理念としております。これまでは、小売業向けに包装用品、店舗用品及び文具事務
用品の販売を中心としてまいりました。最近ではオフィス、飲食業などあらゆる業界で使用される消耗品を一括供
給できる体制の確立に努めております。今後も、常に変化し続ける「お客様のニーズ」に適時、的確にお応えし、
創意工夫による市場の拡大に努め、事業の発展を図ってまいります。
②経営戦略等
　当社グループは、事業の拡大、経営基盤の強化及び経営体制の強化を中長期方針といたしております。
　事業の拡大につきましては、当社ブランドのオリジナル商品開発やお客様の仕様に合わせた特注品の受注獲得強
化、重点業界の新規・深耕開拓等により、包装資材業界でのシェアの拡大を図ってまいります。また、従来の柱で
ある営業販売、店舗販売に加え、各種の電子商取引（ＥＣ）や通信販売を強化し、相互に連携を図ることで、販売
チャネルの拡大と顧客満足度の向上に努めます。さらに、一般消費者向けの包装資材の用途拡大やパーソナル向け
の商品開発等により市場拡大、新規市場開拓を図ります。
　経営基盤の強化につきましては、物流体制の確立や子会社との営業コラボレーションを図り、グループ内のサプ
ライチェーンマネジメント（ＳＣＭ）を強化するとともに、仕入調達力の強化を図ってまいります。
　経営体制の強化につきましては、コーポレートガバナンス体制を強化し、企業としての社会的責任（ＣＳＲ）を
果たしてまいります。さらに、事業の礎となる人材育成を図ってまいります。
③経営環境への対応
　成熟化した市場環境のもと、当社グループはさらなる事業拡大を求められております。また、各種の電子商取引
（ＥＣ）や通信販売の浸透により、顧客の購買行動は大きく変化しております。
　そのような環境の中で、当社グループは、営業、店舗、通販等各チャネルを有機的に連携させる「オムニチャネ
ル政策」を推進してまいります。
　通信販売においては、サイトのリニューアルや取扱い商品の増加により新規顧客の獲得に努め、パッケージプラ
ザ及びシモジマ直営店との相互誘客を図ることにより、顧客の購買機会の拡大に努めます。
　また、店舗販売部門では、外販活動を強化して営業部門と連携することにより、顧客のヘビーユーザー化を図り
ます。
　さらに、営業部門では、得意先の利便性向上に資するWeb受発注システム（i-Orderシステム）の導入を促進し、
取引の拡大に繋げます。また、重点となる業界を設定し営業に注力する「重点業界営業政策」では、重点業界のニ
ーズに適合した新商品の開発・投入を行い、業界内でのシェアアップを図ります。
　販売商品につきましては、当社の特徴であります自社オリジナル商品の企画開発力を強化するとともに、見積り
等の早期対応、デザイン等の提案力向上に努め、特注品の受注率アップを目指します。
　他方、不安定な仕入環境に対応するため、国内外を含めた調達チャネルの多様化を進め、コストダウンや得意先
への安定供給に努めます。併せて、物流環境の変化に的確に対応し、業務の効率化にも取り組んでまいります。
　加えて、社会的要請の高まりに対応するため、法令を順守するコンプライアンス体制を含む内部統制管理体制を
一層充実させ、事業の礎となる人材育成を図ってまいります。また、商品の品質向上と不良率低減を図り、環境に
配慮した商品を開発し販売することを中心とする環境経営を推進いたします。
　以上のような活動により、社会からの期待と信頼にお応えできるよう、経営体制をつくってまいります。

17

会社の対処すべき課題
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(6）直前３事業年度の財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

46,99647,431 48,278

第56期第55期第54期

46,965

第57期

（単位：百万円）売上高

2,059
1,653 1,690

第56期第55期第54期

1,785

第57期

（単位：百万円）経常利益

1,197

813
1,051

第56期第55期第54期

1,094

第57期

（単位：百万円）親会社株主に帰属する当期純利益

39,37038,042 38,461

32,76131,417 31,739 32,76131,417 31,739

第56期第55期第54期

39,971

33,50533,505

第57期

（単位：百万円）総資産/純資産

51.02

34.68
44.80

第56期第55期第54期

46.62

第57期

（単位：円）1株当たり当期純利益

1,392.891,337.72 1,350.34

第56期第55期第54期

1,424.01

第57期

（単位：円）1株当たり純資産額

区　分
第54期

(平成26年４月　1日から
平成27年３月31日まで)

第55期
(平成27年４月　1日から
平成28年３月31日まで)

第56期
(平成28年４月　1日から
平成29年３月31日まで)

第57期
(平成29年４月　1日から
平成30年３月31日まで)

売上高 (百万円) 47,431 48,278 46,996 46,965
経常利益 (百万円) 1,653 1,690 2,059 1,785
親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 813 1,051 1,197 1,094
1株当たり当期純利益 (円) 34.68 44.80 51.02 46.62
総資産 (百万円) 38,042 38,461 39,370 39,971
純資産 (百万円) 31,417 31,739 32,761 33,505
1株当たり純資産額 (円) 1,337.72 1,350.34 1,392.89 1,424.01
(注）1．１株当たり当期純利益は、普通株主に帰属しない金額を除いて算出しております。なお、算定の基礎となる株式数は、期中平均発行済株式総

数から期中平均自己株式数を控除しております。
2．１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数に基づき、自己株式を控除した株式数により算出しております。
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　② 当社の財産及び損益の状況

43,44443,752 44,364

第56期第55期第54期

43,502

第57期

（単位：百万円）売上高

1,8781,747 1,605

第56期第55期第54期

1,697

第57期

（単位：百万円）経常利益

1,076
948 917

第56期第55期第54期

1,067

第57期

（単位：百万円）当期純利益

38,25937,197 37,471

32,40831,379 31,568 32,40831,379 31,568

第56期第55期第54期

38,871

33,10533,105

第57期

（単位：百万円）総資産/純資産

45.84
40.41 39.08

第56期第55期第54期

45.45

第57期

（単位：円）1株当たり当期純利益

1,380.381,336.58 1,344.61

第56期第55期第54期

1,410.09

第57期

（単位：円）1株当たり純資産額

区　分
第54期

(平成26年４月　1日から
平成27年３月31日まで)

第55期
(平成27年４月　1日から
平成28年３月31日まで)

第56期
(平成28年４月　1日から
平成29年３月31日まで)

第57期
(平成29年４月　1日から
平成30年３月31日まで)

売上高 (百万円) 43,752 44,364 43,444 43,502
経常利益 (百万円) 1,747 1,605 1,878 1,697
当期純利益 (百万円) 948 917 1,076 1,067
1株当たり当期純利益 (円) 40.41 39.08 45.84 45.45
総資産 (百万円) 37,197 37,471 38,259 38,871
純資産 (百万円) 31,379 31,568 32,408 33,105
1株当たり純資産額 (円) 1,336.58 1,344.61 1,380.38 1,410.09
(注）1．１株当たり当期純利益は、普通株主に帰属しない金額を除いて算出しております。なお、算定の基礎となる株式数は、期中平均発行済株式総

数から期中平均自己株式数を控除しております。
2．１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数に基づき、自己株式を控除した株式数により算出しております。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況
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(7）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
会社名 所在地 資本金 議決権比率 主要な事業内容

商い支援㈱ 東京都 100百万円 100％ インターネット販売業務受託

シモジマ加工紙㈱ 栃木県 20 100 物流業

サンワ㈱ 大阪府 90 100 アパレル業界向け紙製品・店舗用品等の販売業

㈱リード商事 東京都 10 100 花材園芸業界向け店舗用品等の販売業

ヘイコーパック㈱ 栃木県 80 25.0
(注) 紙製品等の製造業

㈲彩光社 東京都 3 36.4
(注) 印刷業

㈱エスティシー 東京都 90 100 紙製品・化成品等の輸入業

㈱エスパック 東京都 50 100 パッケージプラザの管理

㈱我満商店 北海道 10 100 紙製品・化成品等の販売業
(注）1. ヘイコーパック㈱及び㈲彩光社の議決権比率は50％以下ですが、実質的に支配しているため、子会社としたものであります。

2. 当事業年度末日において、特定完全子会社はありません。
3. 当社は、平成29年8月9日付で㈱エスパックを設立し、同社を完全子会社といたしました。
4. ㈱エスパックは、平成29年9月30日をもって㈱我満商店の全株式を取得し、同社を完全子会社といたしました。

(8）主要な事業内容（平成30年３月31日現在）

セグメント区分 主要製品 会社名

紙製品事業 紙袋、包装紙、紙器等 当社、サンワ㈱、商い支援㈱、㈱エスパック、㈱我満商店、
ヘイコーパック㈱、㈱エスティシー

化成品・包装資材事業 ポリ袋、粘着テープ、その他包装資材等 当社、サンワ㈱、商い支援㈱、㈱エスパック、㈱我満商店、
㈱エスティシー

店舗用品事業 ＰＯＰ用品、文具事務用品、店舗雑貨等 当社、サンワ㈱、商い支援㈱、㈱エスパック、㈱我満商店、
㈱リード商事、㈲彩光社

その他事業 上記事業の運送・保管 シモジマ加工紙㈱

20

重要な親会社及び子会社の状況、主要な事業内容
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(9）主要な営業所及び拠点 （平成30年３月31日現在）

当社

① 本　社 東京都台東区浅草橋五丁目29番８号

② 営業所 東京、大阪、札幌、盛岡、仙台、新潟、金沢、前橋、宇都宮、埼玉、千葉、横浜、静岡、名古屋、
京都、高松、広島、福岡

③ 店　舗
（東　京） 馬喰横山店、浅草橋本店、浅草橋駅前店、浅草橋クラマエ店、府中店、関東通販店、

east side tokyo、WRAPPLE wrapping and D.I.Y.+cafe、ラッピング倶楽部、
パッケージプラザ上板橋店、パッケージプラザ葛西店、パッケージプラザ三軒茶屋店、
パッケージプラザ中野店、プロパックかっぱ橋店、プロパック立川店

（大　阪） 心斎橋店、船場センタービル３号館店、西梅田店、プロパック東大阪店

（その他） 名古屋店、明道町店（名古屋市）、岐阜店、ニューポートひたちなか店、
宇都宮店、宇都宮市場店、川口店、松戸店、船橋店、三宮店（神戸市）、
canaelleグランツリー武蔵小杉（川崎市）、WRAPPLE福岡パルコ、
パッケージプラザ宮千代店（仙台市）、パッケージプラザ新潟東店、
パッケージプラザ平林店（長野市）、パッケージプラザ大宮店、パッケージプラザ柏店、
パッケージプラザ横浜店、パッケージプラザ渋沢店（秦野市）、パッケージプラザ米子店、
プロパック所沢店、プロパック西大路五条店（京都市）

④ 配　送
センター

田沼配送センター（佐野市）
東部配送センター（さいたま市）
西部配送センター（東大阪市）
大阪南港物流センター（大阪市）

子会社

⑤ 営業拠点

商い支援㈱（東京都台東区）
サンワ㈱（大阪市中央区）
㈱リード商事（東京都大田区）
㈱我満商店（北海道釧路市）

⑥ 生産拠点 ヘイコーパック㈱（栃木県芳賀町）
㈲彩光社（東京都荒川区）

⑦ その他
シモジマ加工紙㈱（栃木県佐野市）
㈱エスティシー（東京都台東区）
㈱エスパック（東京都台東区）

21

主要な営業所及び拠点



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2018/05/24 15:00:20 / 17368548_株式会社シモジマ_招集通知（Ｃ）

(10）使用人の状況（平成30年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況
使用人数 前連結会計年度末比増減
840名 10名

(注）使用人数は就業員数であり、臨時雇用者は含んでおりません。

② 当社の使用人の状況
使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

595（225）名 13（0）名 38.2歳 15.2年
(注）使用人数は就業員数であり、臨時雇用者は、正規就労時間による年平均人員を（　）内に外数で記載しております。

(11）主要な借入先の状況
特記すべき事項はありません。

(12）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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2 会社の現況に関する事項
(1）会社の株式に関する事項（平成30年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 67,000,000株
② 発行済株式の総数 24,257,826株
③ 株主数 6,451名
④ 上位10名の株主の状況

株主名 持株数 持株比率
有限会社　謙友 4,322千株 18.40％

有限会社　ケイエヌジェイ 2,787 11.87

有限会社　和貴 2,295 9.77

下島　公明 724 3.08

下島　和光 713 3.04

下島　謙司 639 2.72

シモジマ従業員持株会 622 2.64

日本生命保険相互会社 560 2.38

シモジマ取引先持株会 511 2.17

株式会社ＳＢＩ証券 458 1.95
(注）1．持株比率は発行済の普通株式の総数から自己株式（780千株）を控除して計算しております。

2．上記のほか、当社が自己株式780千株を所有しております。
3．持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
4．持株比率は、小数点第３位以下を切り捨てております。

23
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(2）会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（平成30年３月31日現在）

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役社長 下島 和光 サンワ㈱取締役会長

取締役 下島 公明 商品統括本部長

取締役 笠井 義彦 営業統括本部長兼営業本部長

取締役 下島 雅幸 管理本部長兼人事部長

取締役 小野寺 仁 経営企画室長
商い支援㈱代表取締役社長

取締役 舩井 勝仁 ㈱船井本社代表取締役社長

取締役 梅野 　勉 三井金属アクト㈱社外取締役

常勤監査役 桑子 幸彦

常勤監査役 古橋 孝夫

監査役 佐藤 裕一
公認会計士佐藤裕一事務所代表
シンデン・ハイテックス㈱社外監査役
㈱東葛ホールディングス社外監査役

監査役 榎本 峰夫
榎本峰夫法律事務所主宰
㈱セガホールディングス社外監査役
セガサミーホールディングス㈱社外監査役

(注）1．取締役舩井勝仁氏並びに取締役梅野勉氏は、社外取締役であります。
2．取締役舩井勝仁氏は、経営コンサルタントとして豊富な経験を有しております。
3．取締役梅野勉氏は、企業経営者として豊富な経験を有しております。
4．監査役佐藤裕一氏並びに監査役榎本峰夫氏は、社外監査役であります。
5．監査役佐藤裕一氏は、公認会計士の資格を有し、財務及び会計に関する知見を有しております。
6．監査役榎本峰夫氏は、弁護士（東京弁護士会）の資格を有し、法令順守及びガバナンス、監査体制等に関する知見を有しております。
7．当社は平成26年６月24日より、執行役員制度を導入しております。
8．事業年度中に退任した取締役

氏名 退任日 退任事由 退任時の地位担当及び
重要な兼職の状況

横山　庄蔵 平成29年８月20日 辞　　任 取締役常務執行役員
営業統括本部長

24

会社役員の状況



2018/05/24 15:00:20 / 17368548_株式会社シモジマ_招集通知（Ｃ）

9．事業年度中における役員の地位および担当等の異動

氏名 異動前 異動後 異動年月日

笠井 義彦 取締役上席執行役員
営業本部長

取締役常務執行役員
営業統括本部長
兼営業本部長

平成29年８月28日

10.執行役員の地位及び担当等の状況（平成30年３月31日現在）

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況
取締役常務執行役員 下島 公明 商品統括本部長

取締役常務執行役員 笠井 義彦 営業統括本部長兼営業本部長

取締役上席執行役員 下島 雅幸 管理本部長兼人事部長

取締役上席執行役員 小野寺 仁 経営企画室長
商い支援㈱代表取締役社長

上席執行役員 石川 雅秋 商品本部長
㈱エスティシー代表取締役社長

上席執行役員 下島 謙司 グループ管理室長
商い支援㈱取締役

執行役員 工藤 弘行 商品本部副本部長
ヘイコーパック㈱取締役

執行役員 加藤 吉信 管理本部副本部長兼経理部長

執行役員 川原 利治 販売本部長
シモジマ加工紙㈱取締役

執行役員 服部 進吉 営業本部副本部長兼第一営業部長
㈱エスパック代表取締役

11.平成30年4月1日付けで、下記のとおり担当を変更いたしました。

氏名 変更前 変更後 変更年月日

下島　公明 取締役常務執行役員
商品統括本部長

取締役常務執行役員
経営企画室長 平成30年４月１日

小野寺　仁 取締役上席執行役員
経営企画室長

取締役上席執行役員
商品統括本部長 平成30年４月１日
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② 責任限定契約の内容の概要
　当社は、社外取締役である舩井勝仁氏と梅野勉氏、及び社外監査役である佐藤裕一氏と榎本峰夫氏との間で、会
社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当
該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の規定する額としております。

③ 独立役員の届出
　当社は、社外取締役である舩井勝仁氏と梅野勉氏、及び社外監査役である佐藤裕一氏と榎本峰夫氏を東京証券取
引所の定めに基づく独立役員として指定し届け出ております。

④ 取締役及び監査役に対する報酬等の総額
イ．当事業年度に係る報酬等の総額

区分 支給人員 報酬等の額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
基本報酬 賞与

取締役
（うち社外取締役）

8名
（2）

182
（11）

158
（10）

23
（0）

監査役
（うち社外監査役）

4
（2）

40
（9）

39
（9）

1
（0）

合　計
（うち社外役員）

12
（4）

222
（20）

197
（20）

25
（0）

 
(注）1．取締役の報酬は、定額的な基本報酬と業績に連動する賞与の二本立てとしており、後者の算定では経営上の提案状況及びその実施状

況、結果としての経営実績を斟酌しております。最終的に、報酬は取締役会が決定しております。
2．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
3．取締役の報酬限度額は、平成６年６月30日開催の第33回定時株主総会において年額500百万円以内（ただし、使用人分給与は含まな

い）と決議いただいております。
4．監査役の報酬限度額は、平成６年６月30日開催の第33回定時株主総会において年額100百万円以内と決議いただいております。
5．取締役の報酬等の額には、平成29年８月20日をもって辞任した取締役１名の在任中の報酬等の額が含まれています。
6．当社は、平成19年６月27日開催の第46回定時株主総会終結の時をもって取締役及び監査役の役員退職慰労金制度を廃止し、同株主総

会終結後引き続き在任する取締役及び監査役に対しては、役員退職慰労金制度廃止までの在任期間に対応する役員退職慰労金を各氏の
退任時に支給することを決議いたしております。これに基づき、当事業年度中に退職した取締役１名に対し、役員退職慰労金3百万円
を支給しております。同支給額は、取締役の報酬等の額には含まれておりません。

7．当事業年度末日現在の取締役は７名（うち社外取締役２名）、監査役は４名（うち社外監査役２名）であります。

ロ．社外役員が親会社等または親会社等の子会社等（当社を除く）から受けた役員報酬等の総額
　該当事項はありません。
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(3）社外役員に関する事項
① 取締役

イ．他の法人等の業務執行取締役等の兼職状況及び当社と当該他の法人等との関係
　取締役舩井勝仁氏は、㈱船井本社代表取締役社長であり、当該会社と当社との間には特別な取引関係はありま
せん。

ロ．他の法人等の社外役員等との重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等の関係
　取締役梅野勉氏は、三井金属アクト㈱社外取締役であり、当該会社と当社との間には特別な取引関係はありま
せん。

ハ．会社または会社の特定関係事業者の業務執行者又は役員（業務執行者である者を除く）との親族関係
　該当事項はありません。

ニ．当事業年度における主な活動状況
区分 氏名 主な活動状況

取締役 舩井 勝仁
取締役会（臨時取締役会含む）14回開催中14回に出席いたしました。経営コンサルタント
としての豊富な経験を活かし、取締役会における意思決定の妥当性・適正性を確保するた
め、適宜発言を行っております。

取締役 梅野 　勉
取締役会（臨時取締役会含む）14回開催中14回に出席いたしました。企業経営者としての
豊富な経験を活かし、取締役会における意思決定の妥当性・適正性を確保するため、適宜発
言を行っております。

② 監査役
イ．他の法人等の業務執行取締役等の兼職状況及び当社と当該他の法人等との関係
　監査役佐藤裕一氏は、公認会計士佐藤裕一事務所の代表であり、当該事務所と当社との間には特別な取引関係
はありません。
　監査役榎本峰夫氏は、榎本峰夫法律事務所の主宰者であり、当該事務所と当社の間には、法律顧問業務の委託
取引契約の締結をしておりましたが、当該事務所と当社との間における取引額は僅少でした。

27
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ロ．他の法人等の社外役員等との重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等の関係
　監査役佐藤裕一氏は、シンデン・ハイテックス㈱社外監査役、㈱東葛ホールディングス社外監査役であり、当
該会社と当社との間には特別な取引関係はありません。

　監査役榎本峰夫氏は、㈱セガホールディングス社外監査役、セガサミーホールディングス㈱社外監査役であり、
当該会社と当社との間には取引関係はありません。

ハ．会社または会社の特定関係事業者との関係
　該当事項はありません。

ニ．当事業年度における主な活動状況
区分 氏名 主な活動状況

監査役 佐藤 裕一
取締役会（臨時取締役会含む）14回開催中14回、並びに監査役会13回中13回に出席いた
しました。公認会計士としての専門的見地から、取締役会において、取締役会の意思決定の
妥当性・適正性を確保するため、適宜発言を行い、また、監査役会においては、実効性の高
い監査実現のため適宜発言を行っております。

監査役 榎本 峰夫
取締役会（臨時取締役会含む）14回開催中14回、並びに監査役会13回中13回に出席いた
しました。弁護士として豊富な経験と当社を取り巻く経営環境にも精通しており、専門的か
つ客観的な視点で取締役会において適切な助言・意見を述べております。また、監査役会に
おいては、公正性と透明性のある監査体制等の適宜発言を行っております。

ホ．補欠監査役の選任
　補欠監査役につきましては、平成26年６月24日開催の第53回定時株主総会において、法令に定める監査役（社
外）の員数を欠くこととなる場合に備え、会社法第329条第３項の規定に基づき、唐澤貴夫氏の選任にご承認を
得られています。また、その選任の効力につきましては、当社定款第32条第４項にて当該決議後４年以内に終了
する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の開始の時までとしています。
　なお、同氏が監査役（社外）に就任した場合は、会社法第427条第１項に基づき、同法第423条第１項の損害
賠償責任を法令が規定する額に限定する契約を締結する予定であります。
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(4）会計監査人の状況
① 会計監査人の名称　　　新日本有限責任監査法人

② 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
支払額（百万円）

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 28

当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 28
(注）1．当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等を明確に区分しておらず、実

質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額には、これらの合計額を記載しております。
2．取締役が決定した会計監査人の報酬等の額について、監査役会が同意した理由は、会計監査人との監査契約との内容に照らして、監査計

画の適切性、報酬単価の妥当性及び報酬見積りの算出根拠等を総合的に検討した結果、当該報酬等の額は相当であると判断したためであ
ります。

③ 責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

④ 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑤ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出
する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査
役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招
集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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3 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1）業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　会社法第362条第４項第６号並びに会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める「株式会社の業務の適正を
確保するために必要な体制の整備」について、取締役会において下記のとおり基本方針を定めております。

① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・コンプライアンスの推進活動に係る基本的事項であるコンプライアンス基本規程と取締役をはじめ全従業員の規

範や基準であるコンプライアンス企業行動指針及びその実施要綱（行動羅針盤）を制定し、コンプライアンスの
徹底をはかります。

・社長を委員長とする内部統制委員会を設置し、その構成員として内部統制委員会より指名された各部門長を配置
しています。また、コンプライアンス担当役員を設置し、内部統制委員会の中でコンプライアンスに係る項目の
審議をしております。

・企業活動に関する法令を洗い出し、リスク評価を行い予防措置、対処方法、是正手段を検討します。
・監査役により関連規程と監査基準に基づく独立した立場からの客観的な監査役監査を実施します。
・社外取締役２名を選任し、事業に関するアドバイス及び取締役等の職務遂行のモニタリングが実施される体制を

整え、業務執行に対する監督の強化をはかり、役員の指名や報酬決定においてその意見を尊重します。
・取締役会の評価を実施し、その運営の適正をはかります。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・株主総会議事録、取締役会議事録、執行役員会議事録、決裁申請書、稟議書その他の職務の執行に係る文書等の

情報は、文書管理規程にしたがい保存及び管理を行います。なお、機密文書については、各部署が重要性の高い
文書を指定機密文書として適切な利用並びに管理を行います。

・情報システム管理規程に加えて情報セキュリティ管理規程を制定し、情報セキュリティ委員会を設置して、財務
諸表の作成に資することはもとより情報システムに関する電子情報全般の管理体制の確立を行うとともに、個人
情報保護規程を制定し、個人情報保護方針の周知と個人情報の管理を徹底します。

・マイナンバーに関しても、安全管理体制の確保に努めます。
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③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・担当部署または内部統制委員会において、与信リスク、安全衛生リスク等、ビジネス活動で直面するリスクの特

定、評価、対応を含めたリスクマネジメントを推進し、リスクに対応した基準やマニュアル等の策定を行います。
その活動の概要は定期的に取締役会へ報告します。

・災害等（地震、火災、新型インフルエンザ、その他）に起因する緊急事態については、危機管理規程にしたがい
災害対策本部を設置して、各部署に委員を配置します。また、首都圏直下型地震に備え、人命の安全確保及び事
業早期再開の取り組みに関するマニュアルを策定しています。

・内部者取引防止規程（インサイダー取引防止）により、社内情報管理の強化をはかるとともに未然に防止し、証
券市場における信頼を確保することに努めます。また、インサイダー取引防止のため幹部従業員等への研修をし
ます。

・情報システム管理規程及び個人情報保護規程、情報セキュリティ管理規程に基づき、情報漏洩リスク及び情報セ
キュリティの全社的管理・統括を実行します。

・反社会的取引防止規程並びに反社会的勢力対応マニュアルを制定し、防止に必要な社内体制や手続きについて定
め、社会規範を尊重して良識ある企業活動を心がけます。

・品質管理規程を制定するとともに、品質管理委員会を設置して、製品安全法令等を順守し、商品品質管理を適切
に実施します。

・子会社等は関係会社管理規程により、重要な契約の締結、重要な投融資等は子会社等からの要請により当社で内
容審議し、損失の危険の抑制をはかることとしています。

・監査室を中心とする内部監査を実施することにより、各部門での損失・危険の拡大防止をはかります。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・当社は原則、取締役会を毎月１回、また、取締役等で構成する執行役員会を月２回開催し、業務の全般的執行方

針及び重要な業務の実施等に関し、多面的な検討を経て適切に決定するため、協議や報告を行います。
・業務の効率的運用や責任体制の確立をはかるため、並びに執行役員制の導入により組織規程、業務分掌規程、職

務権限規程並びに職務権限基準等を見直すとともに取締役会付議基準や決裁手続きを定めています。
・中期経営方針に基づき、中期経営計画の策定及び各部門長方針を策定し、定めた方法により経営計画の進捗状況

の確認や経営目標の達成度向上をはかります。
・執行役員制度を導入し取締役会における決定事項に基づいて、代表取締役のもと執行役員は業務執行を迅速に遂

行する体制を整えています。
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⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・コンプライアンス基本規程と全従業員の規範や基準であるコンプライアンス企業行動指針及びその実施要綱（行

動羅針盤）を制定して、全従業員がルールを順守し誠実かつ公正に業務遂行するようコンプライアンスの徹底を
はかります。

・当社及び子会社等の全従業員に規範や基準を明確にするため、当社のコンプライアンス企業行動指針及びその実
施要綱（行動羅針盤）を配布し常時見られるようにしています。

・各部門は、企業活動に関連する法令を洗い出し、リスク評価を実施し予防措置、対処方法、是正手段を検討しま
す。

・企業取引の公正化をより進行させることで、下請法（下請代金支払遅延等防止法）マニュアルの整備をはかり順
守しています。

・就業規則等により、営業秘密の漏洩防止をはかります。また、ストレスチェックの着実な実施により、従業員の
メンタルヘルスの確保をはかります。

・業務執行部門から独立した内部監査部門が、各部署の業務プロセス等を定期的に監査し、業務活動の有効性、適
法性、社内規程の順守等に関する検証を行っています。監査結果や改善の要否を社長へ報告するとともに、改善
指導事項を各部門へ通知し、各部門は是正を行います。

・コンプライアンス担当部署、内部監査部門は、平素より監査役と連携し、全社のコンプライアンス体制及びコン
プライアンス上の問題の有無を調査・検討します。

・従業員等が、法令順守上疑義のある行為等について直接情報提供が行えるように、社内通報規定に基づき相談・
通報窓口を設置しています。

・子会社等は、コンプライアンスに係る諸規程を制定し、子会社等の社長及び各部門長が実行します。

⑥ 当社及び子会社等から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
・子会社等に対する統一的な管理事項を定めた関係会社管理規程を制定するとともに、管理部署は子会社等が行う

重要事項に関して承認基準を制定しこれに基づいて実行します。子会社等の取締役等は、同規程に基づき、毎四
半期単位に経営状況と今後の方針等を当社の取締役等へ報告します。

・出向規程に基づき、常勤・非常勤に係らず子会社等の取締役または監査役として本社従業員等を派遣し業務及び
会計の状況を定常的に監督します。

・企業集団の業務運営状況を把握しその改善をはかるため、内部監査規程に基づき業務執行部門から独立した内部
監査部門が各子会社等の内部監査を実施するとともに財務報告の信頼性及び業務の適正を確保することを目指し
ます。
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・子会社等は短期利益計画を立案し、これを当社の取締役会にて審議・承認することにより、子会社等の取締役等
の職務の実効性を高めます。子会社等の取締役は、経営計画との齟齬が生じた場合、毎月の会議体及び幹部従業
員とのコミュニケーション等により計画修正し職務遂行をはかります。

・子会社等の従業員等に対して規範や基準を明確にするため、子会社等においてもコンプライアンス企業行動指針
及びその実施要綱（行動羅針盤）を順守します。

・子会社等との取引については、基本契約や社内規定等に基づき市場価格によって適切に行います。
・子会社等の従業員等が、法令順守上疑義のある行為等について直接情報提供が行えるように子会社等においても

相談・通報窓口を制定します。

⑦ 監査役がその職務の補助をすべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
・監査役からの要請に基づき、監査役の職務を補助するために必要な要員を配置します。

⑧ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
・監査役の職務を補助する使用人に対しては、当社の他の部署に属さないこととし独立した対応を確保します。
・監査役補助員の独立性は、取締役会の指揮命令系統には属さず、監査役の職務の補助にあたり監査役補助員に対

する人事異動・人事評価・懲戒処分その他人事上の措置は、監査役会の承認を得ます。

⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について
生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

・監査役の職務を執行する上で必要な費用は請求により会社は速やかに支払うものとします。

⑩ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
・内部監査部署が実施した内部監査の結果や内部統制委員会・コンプライアンス委員会等の活動状況について監査

役に報告します。また、監査役が追加監査の必要性を認めたときは、追加監査の実施または業務改善等の施策の
実施を求めることができます。

・社内通報規定に基づく相談・通報制度により、経営幹部等の不正が通報された場合は、速やかに監査役に報告し
ます。

・取締役及び使用人は、監査役から業務執行に関する事項の報告を求められた場合には、速やかに報告しなければ
なりません。

・子会社等の取締役会またはこれに準ずる会議体に出席した当社の非常勤役員等がコンプライアンス等に係る事項
は監査役に報告します。

・子会社等を監査する際、当社の監査役は監査対象項目としてコンプライアンスに係る項目も監査・確認します。
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・子会社等についても、公益通報者保護法に基づき、社内通報規定を制定し社内通報制度を行った従業員等に対し
て不利益な取扱をしないこと並びに個人情報保護は担保しています。

⑪ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・監査役及び監査役会は、監査の実施にあたり、内部監査部門及び会計監査人と連携することができるほか、取締

役会・執行役員会等の重要な会議に出席することができ、その場において必要な意見を述べ、または説明を求め
ることができます。

・監査役は社長並びに取締役、内部監査部署及び会計監査人とは、意思疎通をはかるため定期的に意見交換会を開
催します。

・監査役は会計監査人を監視及び検証し、会計監査人の独立性を確保するとともに会計監査人の監査報告について
独自に報告を受けられます。

　なお、前11項に係る社内規程、規定、制度、マニュアル、手続き等は各担当部門において継続的に見直し、必要
に応じて改廃、制定、改善等を行います。
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(2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
① 会議の開催状況
　当事業年度において取締役会は、計14回開催し、法令及び定款に規定された事項や経営方針、コンプライアンス
等の重要事項について、職務執行の適切性、効率性等の観点から審議を行いました。監査役会は、計13回開催し、
業務監査・内部統制監査の報告を行いました。執行役員会は計28回開催し、業務執行、システム開発、人事制度等
に関する調整を行いました。内部統制委員会は計４回開催し、各種法令への対応や、クレーム・倒産・情報セキュ
リティ等のリスクへの対処等を議論いたしました。

② リスク管理
　リスク管理のため、各本部が日常的なモニタリングを行っているほか、取締役会・監査役会・執行役員会・内部
統制委員会でそれぞれ関連事項を議論し、監督しています。また、環境に関するリスクは環境プロジェクトが、品
質に関するリスクは品質管理委員会がそれぞれ関連法令の確認や、運用状況のモニタリング等を実施しております。
当事業年度では、組織規程・職務権限規程・業務分掌規程を改定し、業務のさらなる効率化を図りました。

③ 財務報告の適正
　金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制の有効性の評価（Ｊ－ＳＯＸ）に関しては、経営企画室及び監
査室を中心に組織的な整備評価、運用評価を行い、統制の有効性を確認しています。当事業年度は、会計の効率と
適正の両立のため、経理規程の改定を実施しました。

④ 監査
　企業集団における業務の適正性を確保するために、監査役及び監査室による定期的な業務監査・内部統制監査を
実施し、当社及び子会社の内部統制システム全般の整備・運用状況の検証を行っております。当事業年度は内部監
査規程を改定し、内部監査の実効性の向上を図りました。

⑤ コンプライアンス
　当事業年度は、個人情報保護法の改正を受けて個人情報保護規程を改定したほか、情報セキュリティの重要性に
鑑み、情報セキュリティ管理規程を新しく制定いたしました。また、従業員の福利に鑑み、育児介護休業規程・契
約社員就業規則を整備し、旅費規程、寮管理規程を改定しました。コンプライアンス教育も新人研修、階層別研修
等の社員研修において実施しています。
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連結計算書類

連結貸借対照表 （平成30年３月31日現在） (単位：百万円)
資産の部 負債の部

科目 金額 科目 金額
流動資産

現金及び預金
受取手形及び売掛金
電子記録債権
商品及び製品
原材料及び貯蔵品
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物及び構築物
機械装置及び運搬具
土地
リース資産
その他

無形固定資産
リース資産
その他

投資その他の資産
投資有価証券
長期貸付金
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

22,662
10,765
5,439

521
4,805

559
191
387
△9

17,308
13,406

4,709
232

7,361
990
111
673
102
570

3,229
687
245
224

2,216
△144

流動負債 4,359
支払手形及び買掛金 2,148
短期借入金 33
1年内返済予定の長期借入金 2
リース債務 130
未払法人税等 449
賞与引当金 369
役員賞与引当金 34
その他 1,191

固定負債 2,105
長期借入金 7
リース債務 474
繰延税金負債 2
再評価に係る繰延税金負債 277
退職給付に係る負債 1,045
資産除去債務 37
その他 261

負債の部合計 6,465
純資産の部

株主資本 39,227
資本金 1,405
資本剰余金 1,304
利益剰余金 37,397
自己株式 △879

その他の包括利益累計額 △5,807
その他有価証券評価差額金 401
繰延ヘッジ損益 △17
土地再評価差額金 △6,195
退職給付に係る調整累計額 4

非支配株主持分 85
純資産の部合計 33,505

資産の部合計 39,971 負債及び純資産の部合計 39,971
(注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書 （平成29年４月１日から平成30年３月31日まで） (単位：百万円)

科目 金額

売上高 46,965

売上原価 31,704

売上総利益 15,260

販売費及び一般管理費 13,725

営業利益 1,534

営業外収益 305

営業外費用 54

経常利益 1,785

特別利益 16

保険解約返戻金 16

特別損失 78

減損損失 78

税金等調整前当期純利益 1,723

法人税、住民税及び事業税 633

法人税等調整額 △18

当期純利益 1,108

非支配株主に帰属する当期純利益 14

親会社株主に帰属する当期純利益 1,094

(注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書 （平成29年４月１日から平成30年３月31日まで） (単位：百万円)

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,405 1,304 36,818 △879 38,649

当期変動額

剰余金の配当 △515 △515

親会社株主に帰属する当期純利益 1,094 1,094

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 578 △0 578

当期末残高 1,405 1,304 37,397 △879 39,227

その他の包括利益累計額 非 支 配
株 主 持 分 純資産合計その他有価証

券評価差額金
繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

土 地 再 評 価
差 額 金

退職給付に係
る調整累計額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当期首残高 206 31 △6,195 △1 △5,959 70 32,761

当期変動額

剰余金の配当 △515

親会社株主に帰属する当期純利益 1,094

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 195 △49 ― 6 151 14 166

当期変動額合計 195 △49 ― 6 151 14 744

当期末残高 401 △17 △6,195 4 △5,807 85 33,505

(注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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計算書類
貸借対照表 （平成30年３月31日現在） (単位：百万円)

資産の部 負債の部
科目 金額 科目 金額

流動資産
現金及び預金
受取手形
電子記録債権
売掛金
商品
原材料及び貯蔵品
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物
構築物
機械装置
車両運搬具
工具・器具及び備品
土地
リース資産
建設仮勘定

無形固定資産
ソフトウエア
リース資産
その他

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
出資金
長期貸付金
繰延税金資産
敷金及び保証金
保険積立金
その他
貸倒引当金

21,285
9,995

595
514

4,344
4,527

430
175
706
△4

17,586
12,310

4,045
25

165
0

52
6,987

981
52

610
345
75

189
4,665

683
552

1
1,364

226
370

1,602
7

△143

流動負債 3,825
支払手形 57
買掛金 1,852
リース債務 116
未払金 623
未払費用 240
未払法人税等 416
賞与引当金 312
役員賞与引当金 33
その他 173

固定負債 1,941
リース債務 442
長期預り敷金保証金 114
退職給付引当金 977
長期未払金 91
再評価に係る繰延税金負債 277
資産除去債務 37

負債の部合計 5,766
純資産の部

株主資本 38,915
資本金 1,405
資本剰余金 1,304

資本準備金 1,273
その他資本剰余金 31

利益剰余金 37,077
利益準備金 351
その他利益剰余金 36,726

固定資産圧縮積立金 48
別途積立金 35,500
繰越利益剰余金 1,178

自己株式 △871
評価・換算差額等 △5,810

その他有価証券評価差額金 401
繰延ヘッジ損益 △17
土地再評価差額金 △6,195

純資産の部合計 33,105

資産の部合計 38,871 負債及び純資産の部合計 38,871
(注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書 （平成29年４月１日から平成30年３月31日まで） (単位：百万円)

科目 金額

売上高 43,502

売上原価 29,478

売上総利益 14,024

販売費及び一般管理費 12,558

営業利益 1,465

営業外収益 289

受取利息及び配当金 22

受取賃貸料 54

保険返戻金 48

その他 163

営業外費用 56

売上割引 3

貸倒引当金繰入額 18

その他 34

経常利益 1,697

特別利益 14

保険解約返戻金 14

特別損失 78

減損損失 78

税引前当期純利益 1,634

法人税、住民税及び事業税 586

法人税等調整額 △19

当期純利益 1,067

(注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書 （平成29年４月１日から平成30年３月31日まで） (単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金
自己
株式

株主資本
合　　計資 本

準 備 金
そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金 利 益
剰 余 金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当期首残高 1,405 1,273 31 1,304 351 50 35,000 1,125 36,526 △871 38,365
当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △2 2 ― ―
別途積立金の積立 500 △500 ― ―
剰余金の配当 △516 △516 △516
当期純利益 1,067 1,067 1,067
自己株式の取得 △0 △0
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 ― ― ― ― ― △2 500 52 550 △0 550
当期末残高 1,405 1,273 31 1,304 351 48 35,500 1,178 37,077 △871 38,915

評価・換算差額等
純資産合計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 206 31 △6,195 △5,957 32,408
当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 ―
別途積立金の積立 ―
剰余金の配当 △516
当期純利益 1,067
自己株式の取得 △0
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 195 △48 ― 146 146

当期変動額合計 195 △48 ― 146 697
当期末残高 401 △17 △6,195 △5,810 33,105
(注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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監査報告
連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年５月16日

株式会社　シモジマ
取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 北 澄 和 也 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 江村羊奈子 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社シモジマの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結
会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を
行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結
計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施するこ
とを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の
判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査
手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計
方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれ
る。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社シモジ
マ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年５月16日

株式会社　シモジマ
取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 北 澄 和 也 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 江村羊奈子 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社シモジマの平成29年４月１日から平成30年３月31日まで
の第57期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書に
ついて監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明す
ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当
監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、
これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及
び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第57期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成
した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1）監査役会は、監査方針、職務の分担等の監査計画を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、

取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査方針、職務の分担等に従い、取締役、監査室を含む使用人等と

意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会、執行役員会その他の重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要

に応じて説明を求め、稟議書、契約書等の重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を
調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて
子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びそ
の子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定
める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締
役及び監査室等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし
た。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ
とを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28
日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の遂行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記

載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
(2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(3）連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年５月17日

株式会社シモジマ　監査役会

常勤監査役 桑 子 幸 彦 ㊞
常勤監査役 古 橋 孝 夫 ㊞
社外監査役 佐 藤 裕 一 ㊞
社外監査役 榎 本 峰 夫 ㊞

以　上
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メ　　モ

メモ
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定時株主総会会場ご案内図

会場
秋葉原ＵＤＸ　４階　Ｎｅｘｔ－１
東京都千代田区外神田四丁目14番１号　　電話（03）3254-8421
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（ヨドバシカメラ内）

最 寄 駅

JR総武線・山手線・京浜東北線
秋葉原駅

電気街口より
徒歩２分（❶→❷→❸）

東京メトロ日比谷線
秋葉原駅

２番出口より
徒歩４分（❼→❸）

Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

Ⓓ

東京メトロ銀座線
末広町駅

１番又は３番出口より
徒歩３分（❹→❺→❸）

つくばエクスプレス
秋葉原駅

Ａ１出口より
徒歩３分（❻→❶→❷→❸）

◎駐車場の用意はいたしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

地図




